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（別紙１－１）

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

定期巡回・随時対応サービスに関する
状況

特定事業所加算（Ⅴ以外）

特定事業所加算Ⅴ １　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（居宅介護事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（重度訪問介護事業所）

１　なし　２　あり

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

認知症専門ケア加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

認知症専門ケア加算

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

緊急時訪問看護加算 １　なし　２　あり

特別管理体制 １　対応不可　２　対応可

ターミナルケア体制

看護体制強化加算

LIFFへの登録

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算
１　なし　４　加算Ⅰ（イ及びロの場合）　２　加算Ⅱ（イ及びロの場
合）　　　５　加算Ⅰ（ハの場合）　３　加算Ⅱ（ハの場合）

そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

12

１　訪問看護ステーション
２　病院又は診療所
３　定期巡回・随時対応サービス連携

13 訪問看護

訪問入浴介護
１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ

１　なし　４　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　５　加算Ⅲ

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

11

１　なし　３　加算Ⅰ　２　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

割 引

各サービス共通

１　定期巡回の指定を受けていない
２　定期巡回の指定を受けている
３　定期巡回の整備計画がある

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ　５　加算Ⅳ

事 業 所 番 号

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ

提供サービス

１　身体介護
２　生活援助
３　通院等乗降介助

訪問介護

１　なし　２　あり
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（別紙１－１）
介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝマネジメント加算

移行支援加算

サービス提供体制強化加算

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

時間延長サービス体制 １　対応不可　２　対応可

共生型サービスの提供
（生活介護事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（自立訓練事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（児童発達支援事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（放課後等デイサービス事業所）

１　なし　２　あり

生活相談員配置等加算 １　なし　２　あり

入浴介助加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

中重度者ケア体制加算

生活機能向上連携加算

個別機能訓練加算

ADL維持等加算〔申出〕の有無 １　なし　２　あり

ADL維持等加算Ⅲ １　なし　２　あり

認知症加算

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上加算 １　なし　２　あり

科学的介護推進体制加算 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　３　加算Aイ　６　加算Aロ　４　加算Bイ　７　加算Bロ

感染症又は災害の発生を理由とする利
用者数の減少が一定以上生じている場
合の対応

１　なし　２　あり

14

15

訪問リハビリテーション

１　なし　２　加算Ⅰイ　３　加算Ⅰロ

４　通常規模型事業所
６　大規模型事業所（Ⅰ）
７　大規模型事業所（Ⅱ）

１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

１　なし　２　あり

１　なし　３　加算Ⅰ　４　加算Ⅱ

１　なし　6　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　７加算Ⅲ

31 居宅療養管理指導

通所介護

１　なし　３　加算Ⅰ　２　加算Ⅱ
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（別紙１－１）
介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　あり

感染症又は災害の発生を理由とする利
用者数の減少が一定以上生じている場
合の対応

１　なし　２　あり

時間延長サービス体制 １　対応不可　２　対応可

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制加算 １　なし　２　あり

入浴介助加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝマネジメント加算

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算

生活行為向上ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上加算 １　なし　２　あり

中重度者ケア体制加算 １　なし　２　あり

科学的介護推進体制加算

移行支援加算

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

１　なし　５　加算Ⅰ　４　加算Ⅱ　６　加算Ⅲ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士
６　作業療法士　７　言語聴覚士

16 通所リハビリテーション

１　なし　２　あり

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２加算Ⅲ

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

17 福祉用具貸与

４　通常規模の事業所(病院・診療所)
７　通常規模の事業所(介護老人保健施設)
A　通常規模の事業所（介護医療院）
５　大規模の事業所(Ⅰ)(病院・診療所)
８　大規模の事業所(Ⅰ)(介護老人保健施設)
B　大規模の事業所（Ⅰ）（介護医療院）
６　大規模の事業所(Ⅱ)(病院・診療所)
９　大規模の事業所(Ⅱ)(介護老人保健施設)
C　大規模の事業所（Ⅱ）（介護医療院）

１　なし　３　加算Aイ　６　加算Aロ　４　加算Bイ　７　加算Bロ
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（別紙１－１）
介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

施設等の区分 人員配置区分　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

地域区分

定期巡回・随時対応サービスに関する
状況

共生型サービスの提供
（居宅介護事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（重度訪問介護事業所）

１　なし　２　あり

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

認知症専門ケア加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業所加
算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加
算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算 １　なし　２　あり

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝマネジメント加算

移行支援加算

提供サービス

訪問看護

１　なし　３　加算Aイ　６　加算Aロ　４　加算Bイ　７　加算Bロ

１　なし　２　あり

１　身体介護
２　生活援助
３　通院等乗降介助

１　訪問看護ステーション
２　病院又は診療所
３　定期巡回・随時対応サービス連携

11

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

１　なし　２　あり

13

訪問介護

14 訪問リハビリテーション

（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

１　定期巡回の指定を受けていない
２　定期巡回の指定を受けている
３　定期巡回の整備計画がある
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（別紙１－１）
介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員

時間延長サービス体制 １　対応不可　２　対応可

共生型サービスの提供
（生活介護事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（自立訓練事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（児童発達支援事業所）

１　なし　２　あり

共生型サービスの提供
（放課後等デイサービス事業所）

１　なし　２　あり

生活相談員配置等加算 １　なし　２　あり

入浴介助加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

中重度者ケア体制加算

生活機能向上連携加算

個別機能訓練加算

ADL維持等加算〔申出〕の有無

ADL維持等加算Ⅲ １　なし　２　あり

認知症加算 １　なし　２　あり

若年性認知症利用者受入加算

栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上加算 １　なし　２　あり

科学的介護推進体制加算 １　なし　２　あり

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。

４　通常規模型事業所
６　大規模型事業所（Ⅰ）
７　大規模型事業所（Ⅱ）

１　なし　３　加算Ⅰ　２　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

15 通所介護

１　なし　2　加算Ⅰイ　３　加算Ⅰロ

１　なし　２　あり

 1－5



備考　（別紙１）居宅サービス・施設サービス

備考　１　事業所・施設において、施設等の区分欄、人員配置区分欄、LIFE（科学的介護情報システム（Long term care Information system For Evidence）への登録欄、その他該当する体制等欄に掲げる項目につき該当する番号に○印を付してください。

　　　２ 「施設等の区分」及び「その他該当する体制等」欄で施設・設備等に係る加算（減算）の届出については、「平面図」（別紙６）を添付してください。

　　　３　介護老人保健施設における「施設等の区分」及び「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」に係る届出ついては、「介護老人保健施設（在宅強化型）の基本施設サービス費及び在宅復帰・在宅療養支援機能加算に係る届出」（別紙13）又は

　　　　「介護老人保健施設（療養型）の基本施設サービス費及び療養体制維持特別加算（Ⅱ）に係る届出」（別紙13-２）を添付してください。

　　　４　介護療養型医療施設における「施設等の区分」に係る届出については、「介護療養型医療施設（療養機能強化型）の基本施設サービス費に係る届出」（別紙13-3）又は「介護療養型医療施設（療養機能強化型以外）

　　　　　の基本施設サービス費に係る届出」（別紙13-4）を添付してください。

　　　５　介護医療院における「施設等の区分」に係る届出については「Ⅰ型介護医療院の基本施設サービス費に係る届出」（別紙13-5）又は「Ⅱ型介護医療院の基本施設サービス費に係る届出」（別紙13-6）を添付してください。

　　　６　訪問看護における定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携しサービス提供を行う場合については、「訪問看護事業所における定期巡回・随時対応型訪問介護看護連携に係る届出書」（別紙14）を添付してください。

　　　７　「定期巡回・随時対応サービスに関する状況」を「定期巡回の指定を受けている」もしくは「定期巡回の整備計画がある」と記載する場合は、「定期巡回・随時対応サービスに関する状況等に係る届出書（訪問介護事業所）」

　　　　（別紙15）を添付して下さい。

　　　８　人員配置に係る届出については、勤務体制がわかる書類（「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（別紙７）又はこれに準じた勤務割表等）を添付してください。

　　　９ 「割引｣を｢あり｣と記載する場合は「指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について」（別紙５）を添付してください。

　　　10 「緊急時訪問看護加算」「特別管理体制」「ターミナルケア体制」については、「緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケア体制に係る届出書」（別紙８）を添付してください。

　　　11「看護体制強化加算」については、「看護体制強化加算に係る届出書」（別紙８－２）を添付してください。

　　　12 「その他該当する体制等」欄で人員配置に係る加算（減算）の届出については、それぞれ加算（減算）の要件となる職員の配置状況や勤務体制がわかる書類を添付してください。

　　　　　　（例）－「機能訓練指導体制」…機能訓練指導員、「栄養マネジメント体制」…管理栄養士の配置状況、「リハビリテーションの加算状況」…リハビリテーション従事者、

　　　　　　「医師の配置」…医師、「精神科医師定期的療養指導」…精神科医師、「夜間勤務条件基準」…夜勤を行う看護師（准看護師）と介護職員の配置状況　等

　　　13 「時間延長サービス体制」については、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な場合に記載してください。

　　　14 「入浴介助加算」については、浴室の平面図等を添付してください。

　　　15「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」及び「栄養マネジメント強化体制」については、「栄養マネジメント体制に関する届出書」（別紙11）を添付してください。

　　　16 「送迎体制」については、実際に利用者の送迎が可能な場合に記載してください。

　　　17 「夜間看護体制」については、「夜間看護体制に係る届出書」（別紙９）を添付してください。

 　　　18 「看護体制加算（短期入所生活介護事業所）」については、「看護体制加算に係る届出書」（別紙９－２）を添付してください。

　　　19 「看護体制加算」については、「看護体制加算に係る届出書」（別紙９－３）を、「看取り介護体制」については、「看取り介護体制に係る届出書」（別紙９－４）を添付してください。

　　　20 訪問介護における「特定事業所加算」については、「加算（Ⅰ）～（Ⅳ）」は「特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅳ）に係る届出書（別紙10）」を「加算（Ⅴ）」は」「特定事業所加算（Ⅴ）に係る届出書」（別紙10-2）を添付してください。

　　　21「サービス提供体制強化加算」については、「サービス提供体制強化加算に関する届出書」（別紙12）～（別紙12－6）までのいずれかを添付してください。

　　　22 「特定診療費項目」「リハビリテーション提供体制」については、これらに相当する診療報酬の算定のために届け出た届出書の写しを添付してください。

　　　23  「職員の欠員による減算の状況」については、以下の要領で記載してください。

　　　　（１）看護職員、介護職員の欠員（看護師の配置割合が基準を満たしていない場合を含む。）…人員配置区分欄の最も配置基準の低い配置区分を選択し、「その他該当する体制等」欄の欠員該当職種を選択する。

　　　　（２）　ア　医師（病院において従事する者を除く。）、理学療法士、作業療法士、介護支援専門員（病院において従事するものを除く。）、介護従事者の欠員…「その他該当する体制等」欄の欠員該当職種のみ選択する。

              　　　　（人員配置区分欄の変更は行わない。）

　　　　　　　　イ　医師の欠員（病院において従事する者に限る。）…指定基準の６０％を満たさない場合について記載し、人員配置区分欄の最も配置基準の低い配置区分を選択し、「その他該当する体制等」欄の医師を選択する。

　　　　　　　　　　ただし、事業所・施設が以下の地域に所在する場合は、「その他該当する体制等」欄のみ選択する。（人員配置区分欄の変更は行わない。）

　　　　　　　　　　＜厚生労働大臣が定める地域＞

　　　　　　　　　　　厚生労働大臣が定める地域は、人口５万人未満の市町村であって次に掲げる地域をその区域内に有する市町村の区域とする。

　　　　　　　　　１　離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実施地域

　　　　　　　　　２　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項に規定する辺地

　　　　　　　　　３　山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により指定された振興山村

　　　　　　　　　４　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和3年法律第●号）第●条第●項に規定する過疎地域

　　　　　　　　　なお、病院におけるサービスについて医師の欠員がある場合で、かつ、事業所・施設が上記地域に所在する場合であっても、（１）に掲げる職種に欠員がある場合は、人員配置区分欄の最も配置基準の低い人員配置区分を選択する。

　　　　　　　　（（１）が優先する。）

　　　　　　　　ウ　介護支援専門員（病院において従事する者に限る。）の欠員…「その他該当する体制等」欄の介護支援専門員を選択する。

注　１　介護老人福祉施設に係る届出をした場合で、短期入所生活介護の空床型を実施する場合は、短期入所生活介護の空床型における届出事項で介護老人福祉施設の届出と重複するものの届出は不要です。

　　２　介護老人保健施設に係る届出をした場合には、短期入所療養介護における届出事項で介護老人保健施設の届出と重複するものの届出は不要です。

　　３　介護療養型医療施設に係る届出をした場合には、短期入所療養介護における届出事項で介護療養型医療施設の届出と重複するものの届出は不要です。

　　４　短期入所療養介護及び介護療養型医療施設にあっては、同一の施設区分で事業の実施が複数の病棟にわたる場合は、病棟ごとに届け出てください。



備考　（別紙１）介護サービス・施設サービス・居宅介護支援　サテライト事業所

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。



（別紙１－２）

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

認知症専門ケア加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

緊急時介護予防訪問看護加算

特別管理体制 １　対応不可　２　対応可

看護体制強化加算

サービス提供体制強化加算

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

リハビリテーションマネジメント
加算

１　なし　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　３　加算Ⅰ　４　加算Ⅱ

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

63

64
介護予防訪問リハビリテー
ション

１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

34 介護予防居宅療養管理指導

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ

62 介護予防訪問入浴介護

１　なし　３　加算Ⅰ　４　加算Ⅱ

１　なし　４　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　５加算Ⅲ

１　なし　２　あり　３　加算Ⅱ

１　なし　２　あり

１　訪問看護ステーション
２　病院又は診療所

１　なし　２　あり
介護予防訪問看護

１　非該当　２　該当

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （介護予防サービス）

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 割 引

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

事 業 所 番 号

LIFEへの登録
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（別紙１－２）
介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （介護予防サービス）

事 業 所 番 号

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　あり

生活行為向上リハビリテーション
実施加算

１　なし　２　あり

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

運動器機能向上体制 １　なし　２　あり

栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上加算 １　なし　２　あり

選択的サービス複数実施加算

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　２　あり

科学的介護推進体制加算 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

特別地域加算 １　なし　２　あり １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

66
介護予防通所リハビリテー
ション

１　なし　２　あり

１　なし　５　加算Ⅰ　４　加算Ⅱ　６　加算Ⅲ

１　なし　２　加算Ⅰ　３加算Ⅱ

１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

介護予防福祉用具貸与

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士
６　作業療法士　７　言語聴覚士

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ

67
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（別紙１－２）
介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （介護予防サービス）

事 業 所 番 号

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

１　非該当　２　該当

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

１　非該当　２　該当

リハビリテーションマネジメント
加算

１　なし　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　２　あり

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。

64
介護予防訪問リハビリテー
ション

１　病院又は診療所
２　介護老人保健施設
３　介護医療院

（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

各サービス共通
１　１級地　６　２級地　７　３級地　２　４級地　３　５級地
４　６級地　９　７級地　５　その他

63 介護予防訪問看護

提供サービス

１　訪問看護ステーション
２　病院又は診療所

そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等
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備考　（別紙１－２）介護予防サービス

備考　１　事業所・施設において、施設等の区分欄、人員配置区分欄、LIFE（科学的介護情報システム（Long term care Information system For Evidence）への登録欄、その他該当する体制等欄に掲げる項目につき該当する番号に○印を付してください。

　　　２ 「施設等の区分」及び「その他該当する体制等」欄で施設・設備等に係る加算（減算）の届出については、「平面図」（別紙６）を添付してください。

　　　３　介護老人保健施設における「施設等の区分」及び「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」に係る届出については、「介護老人保健施設の施設種別に係る届出」（別紙13）又は（別紙13-２）を添付してください。

　　　４　介護療養型医療施設における「施設等の区分」に係る届出については、「介護療養型医療施設の施設種別に係る届出」（別紙13-3）又は「介護療養型医療施設（療養機能強化型以外）の基本施設サービス費に係る届出」（別紙13-4）を添付してください。

　　　５　介護医療院における「施設等の区分」に係る届出については。「Ⅰ型介護医療院の基本施設サービス費に係る届出」（別紙13-5）又は「Ⅱ型介護医療院に基本施設サービス費に係る届出」（別紙13-6）を添付してください。

　　　６　人員配置に係る届出については、勤務体制がわかる書類（「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（別紙７）又はこれに準じた勤務割表等）を添付してください。

　　　７ 「割引｣を｢あり｣と記載する場合は「指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について」（別紙５）を添付してください。

　　　８ 「緊急時介護予防訪問看護加算」「特別管理体制」については、「緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケア体制に係る届出書」（別紙８）を添付してください。

　　　９ 「看護体制強化加算」については、「看護体制強化加算に係る届出書」（別紙８－２）を添付してください。

　　　10　その他該当する体制等」欄で人員配置に係る加算（減算）の届出については、それぞれ加算（減算）の要件となる職員の配置状況や勤務体制がわかる書類を添付してください。

　　　　　　（例）－「機能訓練指導体制」…機能訓練指導員、「リハビリテーションの加算状況」…リハビリテーション従事者、

　　　　　　「医師の配置」…医師、「夜間勤務条件基準」…夜勤を行う看護師（准看護師）と介護職員の配置状況　等

　　　11 「送迎体制」については、実際に利用者の送迎が可能な場合に記載してください。

　　　12 「サービス提供体制強化加算」については、「サービス提供体制強化加算に関する届出書」（別紙12）～（別紙12－6）までのいずれかを添付してください。

　　　13 「特定診療費項目」「リハビリテーション提供体制」については、これらに相当する診療報酬の算定のために届け出た届出書の写しを添付してください。

　　　14 「職員の欠員による減算の状況」については、以下の要領で記載してください。

　　　　（１）　看護職員、介護職員の欠員（看護師の配置割合が基準を満たしていない場合を含む。）…人員配置区分欄の最も配置基準の低い配置区分を選択し、「その他該当する体制等」欄の欠員該当職種を選択する。

　　　　（２）　ア　医師（病院において従事する者を除く。）、理学療法士、作業療法士、介護従事者の欠員…「その他該当する体制等」欄の欠員該当職種のみ選択する。

              　　　　（人員配置区分欄の変更は行わない。）

　　　　　　　　イ　医師の欠員（病院において従事する者に限る。）…指定基準の６０％を満たさない場合について記載し、人員配置区分欄の最も配置基準の低い配置区分を選択し、「その他該当する体制等」欄の医師を選択する。

　　　　　　　　　　ただし、事業所・施設が以下の地域に所在する場合は、「その他該当する体制等」欄のみ選択する。（人員配置区分欄の変更は行わない。）

　　　　　　　　　　＜厚生労働大臣が定める地域＞

　　　　　　　　　　　厚生労働大臣が定める地域は、人口５万人未満の市町村であって次に掲げる地域をその区域内に有する市町村の区域とする。

　　　　　　　　　１　離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実施地域

　　　　　　　　　２　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項に規定する辺地

　　　　　　　　　３　山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により指定された振興山村

　　　　　　　　　４　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和3年法律第●号）第●条第●項に規定する過疎地域

　　　　　　　　　なお、病院におけるサービスについて医師の欠員がある場合で、かつ、事業所・施設が上記地域に所在する場合であっても、（１）に掲げる職種に欠員がある場合は、人員配置区分欄の最も配置基準の低い人員配置区分を選択する。

　　　　　　　　（（１）が優先する。）

注　１　介護老人福祉施設に係る届出をした場合で、介護予防短期入所生活介護の空床型を実施する場合は、介護予防短期入所生活介護の空床型における届出事項で介護老人福祉施設の届出と重複するものの届出は不要です。

　　２　介護老人保健施設に係る届出をした場合には、介護予防短期入所療養介護における届出事項で介護老人保健施設の届出と重複するものの届出は不要です。

　　３　介護療養型医療施設に係る届出をした場合には、介護予防短期入所療養介護における届出事項で介護療養型医療施設の届出と重複するものの届出は不要です。

　　４　介護予防短期入所療養介護にあっては、同一の施設区分で事業の実施が複数の病棟にわたる場合は、病棟ごとに届け出てください。

　　５　一体的に運営がされている介護サービスに係る届出がされ、別紙等が添付添付されている場合は、内容の重複する別紙等の添付は不要とすること。

備考　（別紙１－２）介護予防サービス　サテライト事業所

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。



事 務 連 絡 

令和４年２月２５日  

 

関係施設・事業所管理者 様 

 

香川県健康福祉部長寿社会対策課 

 

令和４年度のサービス提供体制強化加算の算定について（通知） 

 

令和４年度のサービス提供体制強化加算（以下「本加算」という。）の算定については、令和３

年４月から令和４年２月の１１ヶ月における常勤換算方法により算出した職員数の平均値を用い

ることとなります。 

つきましては、前年度（令和３年４月から令和４年２月まで。以下同じ。）の実績を確認し、同

実績が６月以上で、令和４年度は本加算が算定できない場合又は区分が変更となる場合は、下記の

届出書を提出してください。（但し、引き続き本加算（区分の変更がない場合に限る）を算定する

場合は、届出書を提出する必要はありません。） 

前年度の実績が６月に満たない事業所（新規及び再開を含む。）については、令和４年度も引き

続き届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均値を用いることとし、

届出を行った月以降においても、直近３月間の職員割合について、毎月継続的に所定の割合を継続

する必要があります。 

記 

１．提出書類 

（１）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

（２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

（３）サービス提供体制強化加算に関する届出書(勤務形態一覧表等必要な添付書類を含む。) 

（４）サービス提供体制強化加算計算表 前年度の実績計算にあたっては、次の参考様式※をか

がわ介護保険情報ネットに掲載しますので、御利用ください。（※介護福祉士等の割合は①

～④、勤務年数３年以上の職員の割合は⑤及び⑥、常勤職員の割合は⑦） 

２．提出期限  令和４年３月１５日（火） 

        ※ 令和４年４月１日付で介護給付費算定に係る体制等に関する届出書等の変

更がある場合は、サービス提供体制強化加算の変更と合わせて１回で提出して

ください。 

３．提 出 先  ○所在地が高松市内にある施設・事業所 

  高松市健康福祉局 長寿福祉部介護保険課 相談指導係 

                        電話(087)839-2326 

        ○所在地が高松市以外にある施設・事業所 

     （訪問・通所）香川県健康福祉部長寿社会対策課 在宅ｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 

                           電話(087)832-3269 

（施設・短期入所）同施設ｻｰﾋﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 

電話(087)832-3268 

４．そ の 他 

指定地域密着型サービスについて、変更等がある場合には、各市町に届け出る必要がありま

すので、詳細については事業所の所在する市町へお問い合わせください。 



単
位

↓ ↓ ↓

事業所数が２０未満
（小規模事業者）

事業所数が２０以上１００未満
（中規模事業者）

事業所数が１００以上
（大規模事業者）

↓ ↓ ↓

「法令遵守責任者」の選任 「法令遵守責任者」の選任 「法令遵守責任者」の選任

「法令遵守規程」の整備 「法令遵守規程」の整備

「業務執行の状況の監査」

↓ ↓ ↓

第１０号様式
※様式中「届出の内容」欄は１を選択

第１０号様式
※様式中「届出の内容」欄は１を選択

第１０号様式
※様式中「届出の内容」欄は１を選択

法人における法令遵守責任者
の役割を確認できる書類

法人における法令遵守責任者
の役割を確認できる書類

法人における法令遵守責任者
の役割を確認できる書類

「法令遵守規程」の概要 「法令遵守規程」の概要

「業務執行の状況の監査」の方
法の概要

↓ ↓ ↓

社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人、株式会社など法人（＝事業者）単位で届出。

届
出
様
式
及
び
添
付
書
類

指定を受けているサービス種別ごとに１事業所とカウント。

「居宅サービス」・「介護予防サービス」・「居宅介護支援」・「施設サービス」・「地域密着型サービス」・「地域密着型
介護予防サービス」

注３）　指定を受けている数により届出の内容が変わります。

注２）　同一の事業所番号が付与されていますが、介護予防もカウントします。
　　　　例えば、訪問介護と介護予防訪問介護の指定を併せて受けている場合は、２と数えます。

注１）　病院等が行う居宅サービス「居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーショ
　　　　ン（各予防含む）」であって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定があったものとされる「み
　　　　なし事業所」は除きます。

介護サービス事業者の業務管理体制整備に関する届出について

※法人における法令遵守責任者の役割を確認できる書類を忘れずに添付してください。（原本証明が必要）
　 理事長、代表取締役等の場合   　　　→  　「法人登記簿謄本」または「理事会議事録」等のコピー
　 施設長、事務長、管理者等の場合　　→  　「雇用契約書」または「辞令書」等のコピー

事
業
所
数
カ
ウ
ン
ト
方
法

↓

 　平成２０年の介護保険法改正により、平成21年５月１日から全ての介護サービス事業を行う法人に対して、法令遵守責任者
の選任などの業務管理体制の整備をすること及び届出が義務付けされました。
　事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所又は施設の数に応じて定められており、また、業
務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を関係行政機関に届け出ることとされました。

○ 業務管理体制の整備に関して、新規に届け出る場合
　(介護保険法第115条の32、介護保険法施行規則第140条の39、第140条の40）
 ※新規に法人を立ち上げ、介護サービス事業の指定を受けた時から、遅滞なく提出してください。

業
務
管
理
体
制
整
備
の
内
容

「法令遵守責任者」
　法令遵守責任者については、何らかの資格等を求めるものではないが、少なくとも介護保険法（以下「法」とい
う。）及び法に基づく命令の内容に精通した法務担当の責任者を選任することを想定していること。なお、法令部
門を設置していない事業者の場合には、事業者（法人）内部の法令遵守を確保、徹底することができるものを選任
すること。

「法令遵守規程」（業務が法令に適合することを確保するための規程）
　法令遵守規程には、事業者の従業員に少なくとも法及び法に基づく命令の遵守を確保するための内容を盛り込
む必要がありますが、必ずしもチェックリストに類するものを作成する必要はなく、例えば、日常の業務運営に当た
り、法及び法に基づく命令の遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を記載したものなど、事
業者の実態に即したもので構いません。
　届け出る「法令遵守規程の概要」については、必ずしも改めて概要を作成する必要はなく、規程の全体像が分か
る既存のもので構いません。また、法令遵守規程全文を添付しても差し支えありません。
 　※厚生労働省から参考例は示されていません。



→ 厚生労働大臣又は地方厚生局長

→ 市町長

→ 中核市

→
香川県　長寿社会対策課
施設サービスグループ

・　事業者の名称または氏名
・　主たる事務所の所在地

・　代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

・　事業所（施設）の名称及び所在地

・　法令遵守規程の概要（事業所が20以上の事業者に限る。）

③　 事業所等が同一の中核市に所在

法令遵守規程の概要（規程全文でも可）

業務執行の状況の監査の方法の概要

第１１号様式を提出

添付書類

定款、寄付行為及び登記事項証明書 等

土地及び建物の登記事項証明書 等

様
式

届出様式は、下記のホームページからダウンロードしてください。
「かがわ介護保険情報ネット」―「事業者支援情報」―「○指定・届出」―「様式集」―「業務管理体制の届出」
http://www.pref.kagawa.jp/choju/kaigo/jigyosya/youshiki/kanritaisei.html　（ページＩＤ：３００）

②  届出事項に変更があった場合
　　（介護保険法第115条の32第3項）

→

※変更届が必要となる事項

・　事業者の名称または氏名
・　主たる事務所の所在地
・　代表者の氏名、生年月日、住所及び職名
・　事業所（施設）の名称及び所在地
・　法令遵守責任者の氏名及び生年月日
・　法令遵守規程の概要（事業所が20以上の事業者に限る。）
・　業務執行の状況の監査の方法の概要
　　（事業所が100以上の事業者に限る。）

注１）以下の場合は、変更届は不要です。

法令遵守責任者の役割が確認できる
書類
（新規届出時の添付書類と同じ）

・　業務執行の状況の監査の方法の概要
　　（事業所が100以上の事業者に限る。）

・　法令遵守責任者の氏名及び生年月日

届
出
先

・　事業所等の数に変更が生じても、整備する業務管理体制が
   変更されない場合（事業所区分に変更がない場合)
・　法令遵守規程の字句の修正など、業務管理体制に影響を及ぼさない
 　軽微な変更の場合

担
当

香川県健康福祉部長寿社会対策課　施設サービスグループ
〒７６０－８５７０
香川県高松市番町四丁目１番１０号
ＴＥＬ：０８７－８３２－３２６６
FAX：０８７－８０６－０２０６

注２）変更届には、変更内容が分かる書類を添付してください。

変更内容

変
更
届
に
つ
い
て

○ 以下の場合は、変更届を提出してください。

(介護保険法第115条の32、介護保険法施行規則第140条の39、第140条の40）

第１０号様式を提出
※様式中「届出の内容」欄は２を選択

注）　区分の変更に関する届出は、
　　　変更前の行政機関及び変更後の行政機関の双方に届け出ること。

例：　Ａ県のＢ町のみで事業展開していた事業者が、
　　　新たにＡ県のＣ町においても事業を開始した場合の届出先
　　　Ｂ町長⇒Ａ県知事に変更

①　事業所等の指定等により、事業展開地域が変わり届出先区分の
　　変更が生じた場合
　　（介護保険法第115条の32第４項）

→

④　①、②及び③以外

②　地域密着型サービス（介護予防含む）のみを行う事業者で、
　　 指定事業所が同一市町村内に所在

①　事業所等が２以上の都道府県に所在
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事 務 連 絡 

平成２２年１１月１２日 

 

   都道府県 

各  指定都市   民生主管部局 御中 

   中 核 市 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 総 務 課 

 

 

 

社会福祉施設等におけるインフルエンザ対策の徹底について 

 

  

今般、秋田県内の医療機関におきまして、入院患者及び職員の間でインフルエンザ

が集団発生し、入院患者がお亡くなりになるという事態が発生したことを受けて、「医

療機関等におけるインフルエンザ対策の徹底について」（平成 22 年 11 月 9 日健感発

1109 第 1 号、医政指発 1109 第 1 号厚生労働省健康局結核感染症課長、医政局指導課

長連名通知）（別紙１）が通知されたところです。 

社会福祉施設における感染症対策については、「社会福祉施設等における感染症発

生時に係る報告について」（平成 17年 2月 22日健発第 0222002号、薬食発第 0222001

号、雇児発第 0222001 号、社援発第 0222002 号、老発第 0222001 号）（別紙２）に

基づく措置をお願いしているところですが、貴部局におかれましては、所管の社会福

祉施設等、関係団体に対し、感染症の発生・まん延を防止するための取り組みの一層

の徹底及びインフルエンザ等による感染が疑われる症状が表れた場合には、速やかに

医療機関を受診する等の注意喚起をお願いいたします。 

なお、同通知別紙の対象施設は、別紙３のとおり読み替えて適用するものとします

ので、ご留意いただきますようお願いいたします。 

おって、各都道府県におかれまして、管内市町村にも本事務連絡の内容について周

知されますようお願いいたします。 

Administrator
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                              別紙３ 

 

対象となる社会福祉施設等 

 

 

【介護・老人福祉関係施設】 

○ 養護老人ホーム 

○ 特別養護老人ホーム 

○ 軽費老人ホーム 

○ 老人デイサービス事業を行う事業所、老人デイサービスセンター 

○ 通所リハビリテーション事業所 

○ 老人短期入所事業を行う事業所、老人短期入所施設 

○ 小規模多機能型居宅介護事業を行う事業所 

○ 老人福祉センター 

○ 老人憩いの家 

○ 老人休養ホーム 

○ 認知症グループホーム 

○ 生活支援ハウス 

○ 有料老人ホーム 

○ 介護老人保健施設 

○ 適合高齢者専用賃貸住宅 

 

【生活保護施設】 

○ 救護施設 

○ 更生施設 

○ 授産施設 

○ 宿所提供施設 

 

【ホームレス関係施設】 

○ ホームレス自立支援センター 

○ 緊急一時宿泊施設 

 

【その他施設】 

○ 社会事業授産施設 

○ 無料低額宿泊所 

○ 隣保館 



○ 生活館 

【児童関係施設等】 

○ 助産施設 

○ 乳児院 

○ 母子生活支援施設 

○ 保育所（認可外保育所を含む） 

○ 児童厚生施設 

○ 児童養護施設 

○ 情緒障害児短期治療施設 

○ 児童自立支援施設 

○ 児童家庭支援センター 

○ 児童相談所一時保護所 

○ 婦人保護施設 

○ 婦人相談所一時保護所 

○ 母子福祉センター 

○ 母子休養ホーム 

○ 次の事業の実施施設等 

・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム） 

・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

・地域子育て支援拠点事業 

・一時預かり事業 

・小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム） 

・家庭的保育事業 

 

【障害関係施設】 

 

（障害者自立援法関係施設・事業所等） 

○ 障害福祉サービス事業（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者

等包括支援事業を除く。）を行う事業所 

○ 障害者支援施設 

○ 地域活動支援センター 

○ 福祉ホーム 

○ 地域生活支援事業を行う事業所（日中一時支援事業・盲人ホーム等障害者

が通所する事業に限る。） 

○ 小規模作業所（地方公共団体より助成を受けているものに限る。） 

 



 

（身体障害者福祉法関係施設） 

○ 身体障害者更生援護施設（※） 

・身体障害者更生施設 

・身体障害者療護施設 

・身体障害者授産施設 

○ 身体障害者社会参加支援施設 

・身体障害者福祉センター 

・盲導犬訓練施設 

 

（知的障害者福祉法関係施設） 

○ 知的障害者援護施設（※） 

・知的障害者更生施設 

・知的障害者授産施設 

・知的障害者通勤寮 

 

（精神保健福祉法関係施設） 

○ 精神障害者社会復帰施設（※） 

・精神障害者生活訓練施設 

・精神障害者授産施設 

・精神障害者福祉工場 

 

（知的障害児施設等） 

○ 知的障害児施設 

○ 知的障害児通園施設 

○ 盲ろうあ児施設 

○ 肢体不自由児施設 

○ 重症心身障害児施設 

○ 重症心身障害児（者）通園事業実施施設 

 

(※)障害者自立支援法の規定によりなお従前の例により運営できるとされたものに限る。 
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等
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設
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お
け
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お

け
に

お
け

に
お

け
る るるる

 

H2
4.
4.
30

作
成
 

 
感
染
性
胃
腸
炎
（
ノ
ロ
ウ
イ
ル
ス
等
）
 

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
 

腸
管
出
血
性
大
腸
菌
感
染
症
 

レ
ジ
オ
ネ
ラ
症
 

感
染

経
路

 
経
口
感
染
（
食
品
、
水
、
感
染
者
か
ら
の
二
次
感
染

等
）
飛
沫
感
染
も
考
え
ら
れ
て
い
る
。
 

飛
沫
感
染
（
咳
・
く
し
ゃ
み
等
）
 

接
触
感
染
（
鼻
咽
頭
分
泌
物
等
）
 

経
口
感
染
（
食
品
、
水
、
感
染
者
か
ら
の
二
次
感
染
等
）

少
量
の
菌
で
感
染
す
る
。
 

空
気
感
染
・
飛
沫
感
染
 

ヒ
ト
-ヒ

ト
感
染
は
な
い
。
 

入
浴
 

・
発
症
者
は
、
症
状
が
あ
る
期
間
は
、
入
浴
を
控
え

る
か
、
個
別
入
浴
と
し
、
最
後
に
入
浴
す
る
（
浴

槽
に
は
つ
か
ら
ず
、
シ
ャ
ワ
ー
、
か
け
湯
等
を
行

う
。）
。
症
状
回
復
後
も
１
週
間
程
度
は
、
最
後
に

入
浴
す
る
。
 

・
発
症
者
は
、
症
状
が
あ
る
期
間
は
、

入
浴
中
止
と
す
る
。
 

・
他
の
入
所
者
は
、
終
結
ま
で
は
可

能
な
限
り
、
個
別
入
浴
と
し
、
複

数
名
の
同
時
入
浴
は
避
け
る
。
 

・
発
症
者
は
、
症
状
が
あ
る
期
間
は
、
入
浴
を
控
え
る

か
、
個
別
入
浴
と
し
、
最
後
に
入
浴
す
る
（
浴
槽
に

は
つ
か
ら
ず
、
シ
ャ
ワ
ー
、
か
け
湯
等
を
行
う
。）
。
 

・
患
者
・
無
症
状
病
原
体
保
有
者
は
、
病
原
体
を
保
有

し
て
い
な
い
こ
と
を
確
認
(*
)す

る
ま
で
は
、
最
後
に

入
浴
す
る
。
 

・
浴
室
の
使
用
を
中
止
す
る
。
 

（
水
質
検
査
で
陰
性
確
認
さ
れ
る
ま
で
）
 

食
事
 

・
発
症
者
は
、
症
状
が
あ
る
期
間
は
、
個
別
対
応
と

す
る
（
個
室
等
）。

 

・
発
症
者
は
、
発
症
後
５
日
か
つ
解

熱
後
２
日
（
幼
児
に
あ
っ
て
は
解

熱
後
３
日
）
経
過
す
る
ま
で
、
個

別
対
応
と
す
る
（
個
室
等
）。

 

・
発
症
者
は
、
症
状
が
あ
る
期
間
は
、
個
別
対
応
と
す

る
（
個
室
等
）。

 

 

外
泊

・
外

出
 

・
終
結
す
る
ま
で
、
原
則
中
止
す
る
。
 

・
同

左
 

・
同

左
 

 

面
会
 

・
終
結
す
る
ま
で
、
注
意
喚
起
の
掲
示
、
面
会
制
限

を
行
う
。
 

・
同

左
 

・
同

左
 

 

短
期
入
所
等
の
 

受
入

れ
 

・
終
結
す
る
ま
で
、
受
入
れ
は
原
則
中
止
す
る
。
 

・
同

左
 

・
同

左
 

・
浴
室
の
使
用
は
中
止
す
る
。
 

（
水
質
検
査
で
陰
性
確
認
さ
れ
る
ま
で
）
 

施
設

内
の

 

区
域

管
理

 

・
終
結
す
る
ま
で
、
利
用
者
・
職
員
の
動
線
に
合
わ

せ
、
清
潔
区
域
・
汚
染
区
域
を
管
理
す
る
（
職
員

更
衣
室
・
食
堂
等
を
含
む
。）
。
 

・
同

左
 

・
同

左
 

 

職
員
等
の
対
応
 

・
発
症
者
は
、
症
状
が
あ
る
期
間
は
、
出
勤
を
控
え

る
（
で
き
れ
ば
、
症
状
回
復
後
１
日
程
度
は
様
子

を
見
る
。）
。
 

・
発
症
者
は
、
症
状
回
復
後
１
週
間
程
度
は
、
飲
食

物
に
直
接
接
触
す
る
業
務
を
避
け
る
こ
と
が
望

ま
し
い
。
 

・
発
症
者
は
、
発
症
後
５
日
か
つ
解

熱
後
２
日
経
過
す
る
ま
で
は
、
出

勤
を
控
え
る
。
 

・
発
症
者
は
、
症
状
が
あ
る
期
間
は
、
出
勤
を
控
え
る

（
で
き
れ
ば
、
症
状
回
復
後
１
日
程
度
は
様
子
を
見

る
。）
。
 

・
患
者
・
無
症
状
病
原
体
保
有
者
は
、
就
業
制
限
が
解

除
(*
)さ

れ
る
ま
で
、
飲
食
物
に
直
接
接
触
す
る
業
務

は
禁
止
。
 

 

併
設
事
業
所
が
 

あ
る

場
合

の
 

併
設
事
業
所
に
 

お
け

る
対

応
 

・
併
設
事
業
所
の
利
用
者
、
職
員
、
使
用
設
備
等
が
、

発
生
施
設
と
区
分
で
き
な
い
場
合
、
併
設
事
業
所

の
利
用
者
に
発
症
者
が
出
た
場
合
な
ど
は
、
終
結

ま
で
制
限
又
は
中
止
す
る
。
 

・
終
結
ま
で
注
意
喚
起
・
協
力
依
頼
を
周
知
す
る
。
 

・
同

左
 

・
同

左
 

・
併
設
事
業
所
の
浴
室
の
配
管
が
、
発
生

施
設
と
同
一
系
統
で
あ
る
場
合
、
浴
室

の
使
用
を
中
止
す
る
。
 

（
水
質
検
査
で
陰
性
確
認
さ
れ
る
ま
で
）
 

終
結
 

・
新
た
な
発
症
者
が
出
な
く
な
り
、
１
週
間
程
度
経

過
観
察
し
、
問
題
が
な
け
れ
ば
終
結
と
す
る
。
 

・
同

左
 

・
患
者
・
無
症
状
病
原
体
保
有
者
が
病
原
体
を
保
有
し

て
い
な
い
こ
と
を
確
認
(*
)で

き
れ
ば
終
結
と
す
る
。
 

・
施
設
環
境
の
感
染
原
因
が
否
定
で
き
れ

ば
終
結
と
す
る
。
 

備
考
 

 
 

(*
)感

染
症
法
に
基
づ
く
規
定
 

 

＊
こ
の
対
応
基
準
は
、
標
準
的
な
も
の
で
あ
り
、
施
設
・
入
所
者
の
特
性
、
感
染
症
の
発
生
状
況
等
を
考
慮
す
る
と
と
も
に
、
嘱
託
医
、

施
設
等
主
管
課
、
保
健
所
等
関
係
機
関
と
連
携
し
対
応
す
る
。
ま
た
、
発
症
者
の
対
応
に
つ
い
て
は
主
治
医
等
と
連
携
し
対
応
す
る
。  

感
染

症
発

生
時

感
染

症
発

生
時

感
染

症
発

生
時

感
染

症
発

生
時

の ののの
標

準
的

標
準

的
標

準
的

標
準

的
な ななな

対
応

基
対

応
基

対
応

基
対

応
基

準 準準準
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[施
設

→
保

健
所

・
社

会
福

祉
施

設
等

主
管

部
局

]　
施

設
名

施
設

名
施

設
名

施
設

名
（ （（（

) )))
様

式

平
成

年
月

日
時

 現
在

症
状

の
凡

例
＝

１
：
発

熱
　

２
：
下

痢
　

３
：
血

便
　

４
：
腹

痛
　

５
：
嘔

吐
  

６
：
嘔

気
　

７
：
(　

　
　

　
　

　
)　

８
：
(　

　
　

　
　

　
)　

９
：
(　

　
　

　
　

　
)

日
備

　
　

考

曜
入

退
院

、
検

査
日

･結
果

、
出

勤
日

等
　

参
考

情
報

を
記

載

氏
　

　
　

名
部

屋
担

当
ｸ
ﾗ
ｽ
等

性 別
年 齢

区 分感 感感感
染 染染染

症 症症症
発 発発発

生 生生生
経 経経経

過 過過過
報 報報報

告 告告告
表 表表表

施
設

の
入

所
者

等
の

人
数

（
そ

れ
ぞ

れ
の

区
分

ご
と

に
適

宜
記

載
）

新
規

発
症

者
新

規
発

症
者

新
規

発
症

者
新

規
発

症
者

　
　

　
　

　
　

　
　

計 計計計
新

規
発

症
者

　
　

累
計

有
　

症
　

者
　

　
　

　
計

（ （（（
そ

の
そ

の
そ

の
そ

の
日 日日日

に ににに
新 新新新

た
に

た
に

た
に

た
に

発
症

発
症

発
症

発
症

し
た

し
た

し
た

し
た

人 人人人
の ののの

数 数数数
） ）））

（
そ

の
日

ま
で

の
新

規
発

症
者

の
累

計
）

（
そ

の
日

に
症

状
の

あ
る

人
の

数
）

そ
の

人
の

状
況

(A
D

L
等

)
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高齢者虐待の防止 

 

養介護施設や従業員等の責務と義務 

施設・事業所の取組 

・養介護施設従事者等の研修を実施すること  

・利用者や家族からの苦情処理体制を整備すること  

・その他高齢者虐待の防止等のための措置を講じること 

（高齢者虐待防止法第20条）  

従業員の責務 

高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、早期発見に努めなければ

なりません。（高齢者虐待防止法第５条第１項）  

<高齢者虐待のサイン>  

・不審な身体のあざや傷がみられる  

・急におびえたり恐ろしがったりする  

・寝具や衣服が汚れたままである  

・居室が極めて非衛生的な状況になっている  

・明らかに病気であるのに医師の診察を受けていない など  

従業員等の義務 

自分が働く施設等で養介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる高齢者

を発見した場合は、速やかに市町村に通報しなければなりません。（高齢者虐待

防止法第21条第1項）  

通報を行うことは守秘義務違反にはあたりません。（高齢者虐待防止法第21条第

６項）  

通報したことによる不利益な取扱い(解雇、降格、減給など)は禁止されています。 

（高齢者虐待防止法第 21 条第７項） 

 

養介護事業者等による高齢者虐待類型 

A. 身体的虐待 

(1) 暴力的行為※ 

・平手打ちをする。つねる。殴る。蹴る。 

・ぶつかって転ばせる。 

・刃物や器物で外傷を与える。 

・入浴時、熱い湯やシャワーをかけてやけどをさせる。 

・本人に向けて物を投げつけたりする。 など 

(2) 本人の利益にならない強

制による行為、代替方法を検

討せずに高齢者を乱暴に扱う

行為 

・医学的診断や介護サービス計画等に位置づけられておらず、身体的苦痛や

病状悪化を招く行為を強要する。 

・介護がしやすいように、職員の都合でベッド等へ抑えつける。 

・車椅子やベッド等から移動させる際に、必要以上に身体を高く持ち上げ

る。 

・食事の際に、職員の都合で、本人が拒否しているのに口に入れて食べさせ

る。 など 



(3) 「緊急やむを得ない」場

合以外の身体拘束・抑制   

 

B. 介護・世話の放棄・放任 

(1) 必要とされる介護や世話

を怠り、高齢者の生活環境・

身体や精神状態を悪化させる

行為 

・入浴しておらず異臭がする、髪・ひげ・爪が伸び放題、汚れのひどい服や

破れた服を着せている等、日常的に著しく不衛生な状態で生活させる。 

・褥瘡（床ずれ）ができるなど、体位の調整や栄養管理を怠る。 

・おむつが汚れている状態を日常的に放置している。 

・健康状態の悪化をきたすほどに水分や栄養補給を怠る。 

・健康状態の悪化をきたすような環境（暑すぎる、寒すぎる等）に長時間置

かせる。 

・室内にごみが放置されている、鼠やゴキブリがいるなど劣悪な環境に置か

せる。 など 

(2) 高齢者の状態に応じた治

療や介護を怠ったり、医学的

診断を無視した行為 

・医療が必要な状況にも関わらず、受診させない。あるいは救急対応を行わ

ない。 

・処方通りの服薬をさせない、副作用が生じているのに放置している、処方

通りの治療食を食べさせない。 など 

(3) 必要な用具の使用を限定

し、高齢者の要望や行動を制

限させる行為 

・ナースコール等を使用させない、手の届かないところに置く。 

・必要なめがね、義歯、補聴器等があっても使用させない。 など 

(4) 高齢者の権利を無視した

行為又はその行為の放置 

・他の利用者に暴力を振るう高齢者に対して、何ら予防的手立てをしていな

い。 など 

(5) その他職務上の義務を著

しく怠ること 

 

C. 心理的虐待 

(1) 威嚇的な発言、態度  

・怒鳴る、罵る。 

・「ここ（施設・居宅）にいられなくしてやる」「追い出すぞ」などと言い脅

す。 など 

(2) 侮辱的な発言、態度 

・排せつの失敗や食べこぼしなど老化現象やそれに伴う言動等を嘲笑する。 

・日常的にからかったり、「死ね」など侮蔑的なことを言う。 

・排せつ介助の際、「臭い」「汚い」などと言う。 

・子ども扱いするような呼称で呼ぶ。 など 

(3) 高齢者や家族の存在や行

為を否定、無視するような発

言、態度 

・「意味もなくコールを押さないで」「なんでこんなことができないの」など

と言う。 

・他の利用者に高齢者や家族の悪口等を言いふらす。 

・話しかけ、ナースコール等を無視する。 

・高齢者の大切にしているものを乱暴に扱う、壊す、捨てる。 

・高齢者がしたくてもできないことを当てつけにやってみせる（他の利用者

にやらせる）。 など 



(4) 高齢者の意欲や自立心を

低下させる行為 

・トイレを使用できるのに、職員の都合を優先し、本人の意思や状態を無視

しておむつを使う。 

・自分で食事ができるのに、職員の都合を優先し、本人の意思や状態を無視

して食事の全介助をする。 など 

(5) 心理的に高齢者を不当に

孤立させる行為 

・本人の家族に伝えてほしいという訴えを理由なく無視して伝えない。 

・理由もなく住所録を取り上げるなど、外部との連絡を遮断する。 

・面会者が訪れても、本人の意思や状態を無視して面会させない。 など 

(6) その他 

・車椅子での移動介助の際に、速いスピードで走らせ恐怖感を与える。 

・自分の信仰している宗教に加入するよう強制する。 

・入所者の顔に落書きをして、それをカメラ等で撮影し他の職員に見せる。 

・本人の意思に反した異性介助を繰り返す。 

・浴室脱衣所で、異性の利用者を一緒に着替えさせたりする。 など 

D. 性的虐待 

本人との間で合意が形成され

ていない、あらゆる形態の性

的な行為又はその強要 

・性器等に接触したり、キス、性的行為を強要する。 

・性的な話しを強要する（無理やり聞かせる、無理やり話させる）。 

わいせつな映像や写真をみせる。 

・本人を裸にする、又はわいせつな行為をさせ、映像や写真に撮る。撮影し

たものを他人に見せる。 

・排せつや着替えの介助がしやすいという目的で、下（上）半身を裸にした

り、下着のままで放置する。 

・人前で排せつをさせたり、おむつ交換をしたりする。またその場面を見せ

ないための配慮をしない。 など 

E. 経済的虐待 

本人の合意なしに財産や金銭

を使用し、本人の希望する金

銭の使用を理由なく制限する

こと 

・事業所に金銭を寄付・贈与するよう強要する。 

・金銭・財産等の着服・窃盗等（高齢者のお金を盗む、無断で使う、処分す

る、無断流用する、おつりを渡さない）。 

・立場を利用して、「お金を貸してほしい」と頼み、借りる。 

・日常的に使用するお金を不当に制限する、生活に必要なお金を渡さない。 

など 

 

※身体的虐待における暴力的行為とは、刑法上の「暴行」と同様、高齢者の身体に接触しなくても、高齢者

に向かって危険な行為や身体になんらかの影響を与える行為があれば、身体的虐待と判断することができます。 

「暴行とは人に向かって不法なる物理的勢力を発揮することで、その物理的力が人の身体に接触することは

必要でない。例えば、人に向かって石を投げ又は棒を打ち下せば、仮に石や棒が相手方の身体に触れないでも

暴行罪は成立する」（東京高裁判決昭和 25 年 6 月 10 日）。 

＜引用＞ 

 厚生労働省 老健局 平成 30 年 3 月「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援につい

て」、p5～9 



職場におけるハラスメント対策の強化 

 

参考資料： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html（厚生労働省 HP 介護現場におけるハ

ラスメント対策） 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000683138.pdf（ハラスメント防止対

策強化リーフレット） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seis

aku06/index.html（厚生労働省 HP 職場におけるハラスメントの防止のために（セクシュアル

ハラスメント/妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント/パワーハラスメント）） 

関連法 規定 

労働施策推進法 

令和 4 年 4 月 1 日から中小企業においても、職場におけるパワーハ

ラスメント防止対策の義務化が行われます。 

（令和 2 年 6 月 1 日から、既に大企業においては、職場におけるパ

ワーハラスメント防止対策が義務化されていました。） 

介護保険法 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律(昭和 47 年法律第 113 号)第 11 条第 1 項及び労働施策の総合的

な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律(昭和 41 年法律第 132 号)第 30 条の２第１項の規定に基づき、

事業主には職場におけるセクシャルハラスメントやパワーハラスメ

ントの防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務づけされ

ていることを踏まえて、介護保険法でも全介護サービス事業所にハラ

スメント防止のために必要な措置を講じることが規定されている。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku06/index.html
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実地指導にあたり、医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第

31条の解釈について（平成 17年７月 26日医政発第 0726005号）共通事項 

 

（別紙）５   

患者の状態が以下の３条件を満たしていることを医師、歯科医師又は看護職員が確認し、

これらの免許を有しない者による医薬品の使用の介助ができることを本人又は家族に伝

えている場合に、事前の本人又は家族の具体的な依頼に基づき、医師の処方を受け、あ

らかじめ薬袋等により、患者ごとに区分し授与された医薬品について、医師又は歯科医

師の処方及び薬剤師の服薬指導の上、看護職員の保健指導・助言を尊重した医薬品の使

用を介助すること。具体的には、皮膚への軟膏の塗布（褥瘡の処置を除く。）、皮膚への

湿布の貼付、点眼薬の点眼、一包化された内服薬の内服（舌下錠の使用も含む。）、肛門

からの座薬挿入又は鼻腔粘膜への薬剤噴霧を介助すること。 

①患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定していること 

②副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看護職員による連続的な容態の経

過観察が必要である場合ではないこと 

③内服薬については誤嚥の可能性、座薬については肛門からの出血の可能性など、当該

医薬品の使用の方法そのものについて専門的な配慮が必要な場合ではないこと 

 

注５ 上記５に掲げる医薬品の使用の介助が福祉施設等において行われる場合には、看

護職員によって実地されることが望ましく、また、その配置がある場合には、その指

導の下で実地されるべきである。 

 

【指導・確認方法】 

１ 下線部分について、上記３条件を満たし、具体的な依頼があったことを、第三者（家

族含む）が記録等で確認できるようにすること。方法としては、事業所の業務手順

にもより個々の対応が考えられるが、各種計画又はサービス提供の記録等に記載す

ることや同意書の整備等も考えられる。記録内容には、①日付（時間の有無は、事

業所判断で可）、②誰が３条件の確認を行ったか、③誰からの依頼があり、誰に説

明を行ったかが記載されていること。 

２ 服薬指導、保健指導・助言を尊重した介助を実施していることが書類等で確認でき

るようにしておくこと。 

３ 処方薬の変更・状態の変化等があれば、再度上記の内容を確認する等、適切な手続

きを行うこと。 

 

                             Ｈ23．10．14 作成 
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